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「第６次広島県環境基本計画」素案に係る県民意見募集における意見への対応等について

１ 意見の件数

35 件（13 人）のうち、計画に関する意見 28 件（13 人）

２ 意見の内容と対応・考え方

(1) 素案の修正（0 件）

(2) その他提案・要望（28 件）

番号 意見の内容（一部要約） 対応方針

１ 省エネルギーに関する新しい知識を踏

まえた生活行動の転換促進や、省エネルギ

ーに係る広報が必要と考える。

省エネ行動の定着に向け、引き続き、支

援や情報発信に努めてまいります。

２ 人口減少に見合ったエネルギー供給の

形を考え、無計画に自然破壊を伴って供給

量を増やすのではなく、必要なだけ、予備

だけを確保することがよいと考える。

地域共生や環境に配慮した再生可能エ

ネルギーの導入に努めてまいります。

３ 暑い時間帯は、エアコンがなくても休憩

をとるか、できる範囲で、外の涼しい場所

で可能な軽作業を行ったり、ゆったりとし

て休憩しながら過ごすことが望ましいと

考える。

適切な暑さ回避行動を取れるよう、分か

りやすく情報発信や普及啓発に努めてま

いります。

４ 空き地を駐車場に転換すると、結構熱く

なる。空き地の緑化が利益になると認識さ

れれば、そちらに移行してもらえるのでは

ないか。

緑地は、日射遮蔽や暑さの緩和の調整機

能を有することから、重要と認識してお

り、貴重な御意見として承ります。

５ 指標の廃プラスチックの再生利用率に

ついて、サーマルリサイクルを含めるので

あれば、有効利用率とすべきではないか。

または、誤解を与えないように、その内訳

を明示すべきではないか。

再生利用には、セメント原燃料化や固形

燃料化などのサーマルリサイクルを含ん

でいます。再生利用の定義は、環境省が毎

年度実施する産業廃棄物排出・処理状況調

査と同一としています。

６ 有機性汚泥や食品廃棄物等の堆肥化・肥

料利用を、地域資源循環の具体的な取組と

して明記し、品質と安全性が確保された国

内資源由来肥料の製造量・利用量等を指標

として設定してほしい。

有機性汚泥や食品廃棄物の資源循環の

促進も重要な取組であると認識していま

す。循環経済への移行に向けた資源循環の

推進において、有機性汚泥や食品廃棄物等

の循環利用の促進などの取組も進めてま

いります。
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番号 意見の内容（一部要約） 対応方針

７ 県内の沿岸部か島しょ部に、牡蠣いかだ

の共同処分施設を建設することを提案す

る。広島県や県内漁業協同組合、そして民

間企業が一緒になって、牡蠣いかだの一元

的に適正な処理を行える場所を設置する

ことが望ましい。環境に配慮した「日本一

の牡蠣の生産地」を目指してほしい。

廃かき筏の処分については、課題である

と認識しており、貴重な御意見として承り

ます。

８ 現在、焼却処理されている一般家庭の残

飯や、流木・剪定枝・落ち葉などの自然物

は遠くへ運ばず、その場で自然分解させて

土地の栄養に還元する仕組みを作ること

が理想です。もし移動が必要な場合でも、

できるだけ近くで自然分解を促すことを

提案する。

生ごみや自然物を自然分解させて自然

に還元することは有用な取組であると認

識しており、貴重な御意見として承りま

す。

９ 草を抜いたり刈る回数を減らし、手入れ

をしなくても自然に花が咲く花壇を作る

こと、流木や剪定枝、落ち葉などの自然物

は遠くへ運ばず、その場で自然分解させて

土地の栄養に還元する仕組みを作ること

が望ましい。移動させる場合は、近場で自

然分解を促すことがよいと考える。

10 社会には環境問題に関心を持ち、経済的

支援を行う企業や団体が多く存在し、県内

の大学でも多数の賛同者が参加している。

一方で不法投棄や不適切な行為により環

境に悪影響を与える事例もある。かつて松

永湾で彼岸ふぐや地中小動物（穴じゃこ、

磯ガニ、じゃこエビ等）の大量死を現認さ

れ、薬物の投棄が原因と推測する。環境改

善の姿勢は評価されるが、不心得な行為に

対しては司法を含む毅然とした対応が必

要である。

御意見のとおり、環境負荷の少ない社会

を実現するためには、行政だけでなく、県

内の様々な主体（県民・民間団体・事業者

等）が環境に配慮した取組を進めることが

重要と考えています。

一方、御指摘の内容については事実確認

ができておりませんが、法に違反する行為

を覚知した場合は、関係機関と連携して、

必要な指導等を行ってまいります。

11 産業廃棄物処理施設の確保について、管

理型処分場は、民間事業者による設置が困

難な状況が続いていると思われる。

また、公共関与処分場の残存容量が少な

くなっていることを踏まえると、今回の環

境基本計画において、公共関与による最終

処分場の整備に係る方針を明確にしてお

く必要があると考えるがどうか。

県内事業者から発生する産業廃棄物最

終処分量は、リサイクル等による資源循環

の取組により、徐々に減少しているところ

であり、今後も一層のリサイクル等を推進

することとしています。

御意見も踏まえ、適切な処理体制が確保

されるよう、今後とも、県内事業者の動向

を注視しつつ、公共関与処分場のあり方を

適宜、検討を進めてまいります。
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番号 意見の内容（一部要約） 対応方針

12 気象情報の報道等において、熱中症だけ

でなく、光化学オキシダントの基準の周知

や予想される警戒について報道機関とも

連携して健康被害防止に努めるべきであ

る。

光化学オキシダントについては、県ホー

ムページ（広島県大気情報ポータルサイ

ト）で測定局ごとの測定結果（１時間値）

や注意報等発令状況の周知を図っている

ほか、発令時には報道機関等に対して情報

提供を行っております。引き続き、効果的

な情報発信等に取り組んでまいります。

13 海に与える影響を考慮して、海や川へ下

水を直接流さない方法を工夫し、自然循環

を促すことで、海の水質を長期的に改善す

る取組が必要と考える。

地域の実情に応じた生活排水処理は重

要と認識しており、貴重な御意見として承

ります。

14 50～70 年前の松永湾は周辺住民に自然

の恵みを与える宝庫であり、四季折々の風

景は誇りでもあった。しかし、人間の欲や

わがままでその良さは失われてしまった。

我々は過去を猛省し、後に続く人たちへの

責任を果たす必要がある。行政はその旗頭

として強い指導力を発揮し、教育・宣伝活

動を行い、県民の未来を希望あるものにし

てほしい。

本計画では、環境にやさしい広島づくり

と次代への継承を基本理念とし、松永湾を

含む瀬戸内海については、「美しく恵み豊

かな瀬戸内海」の実現に向けて、沿岸域の

環境の保全・再生・創出、水質の保全及び

管理等の取組を進めることとしています。

御意見として承り、今後の施策の参考とさ

せていただきます。

15 各自が住まいや居住地の周囲を片付け

たり、屋外や移動中の利用場所で、目につ

いて処理可能な場合、即時に適正処理する

ことが望ましい。

また、海岸など管理者がいる場所でのゴ

ミ拾いは、管理者と協力して回収ゴミを長

期に放置せず、即日、又は翌日には適正処

理することが望ましい。

屋外では、鉢植えより地植えを増やすこ

とがよいと考える。

プラスチックごみの海洋流出の防止に

あたっては、日常的な心掛けと習慣化が大

切だと認識していますので、御意見を参考

に、引き続き、情報発信等に努めてまいり

ます。

16 快適な緑地環境の整備や良好な景観の

為に、見た目だけの緑化の為に動物や環境

へ流れ出る農薬について、何を使用してい

るのか明らかにすると共に、環境にやさし

い農薬使用をすることを希望する。

御意見を参考に、今後とも市町等と連携

しながら身近な緑地環境と優れた景観の

保全・創造に努めてまいります。
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番号 意見の内容（一部要約） 対応方針

17 宮島でのシカへの給餌活動は、生ゴミの

不法投棄にあたる行為であり、自然環境破

壊などにつながる。給餌活動については、

厳格に取締るべきである。

現在、廿日市市では宮島地域シカ対策協

議会を組織し、シカを自然な状態に戻すた

め、「宮島地域シカ保護管理計画」を策定

し、餌やり禁止とごみ管理の徹底による個

体数管理を対策の柱として、地域住民の理

解と協力のもと保護管理を進めています。

いただいた御意見は、貴重な御意見とし

て承り、廿日市市宮島地域シカ対策協議会

に共有させていただき、今後の取組に活か

してまいります。

18 生物多様性の保全及び自然公園の適正

な保全管理を推進する観点から、宮島を含

む自然公園等における大規模又は継続的

な野生動物への不適切な給餌の防止を施

策として位置付けるべきである。

19 人間の都合だけで野生動物の一部を害

獣とし殺すことを前提とした対策には反

対であり、生態系の一員として命を尊重す

ることを基本とした環境対策を進めてほ

しい。

また、地元のハンターによる捕獲につい

ては、行政により確認、指導を行い、駆除

による効果等の検証を求める。

クマ等を人の日常生活圏に出没させな

い対策が重要であると考えており、未利用

果樹の伐採の対策に取り組む市町への支

援など必要な取組を引き続き進めてまい

ります。

20 野生動物の捕獲を担うハンターや捕獲

従事者について、より厳格な管理、監督と

県民への情報公開を求める。

野生動物の捕獲は法律に基づき制限さ

れており、一定のルールのもとで捕獲等が

認められています。

また、捕獲者の育成や資質向上に向けて

は講習会等を開催しており、適切な狩猟に

努めてまいります。

21 環境学習講師の派遣について、島嶼部や

中山間地域の学校では派遣要件（受講者が

10 名以上）を満たさず、専門的な環境学習

を行うことができないため、要件を緩和し

てほしい。

御意見を踏まえ、活用しやすい制度とな

るよう検討してまいります。

22 本環境基本計画が策定した背景には、

我々市民が長くあるいは強く願っていた

環境への不安と望みが行政に伝わったと

感じている。我が団体と思いを同じくする

数多の活動を応援し、支援する政策を望

む。

環境学習講師の派遣やせとうち海援隊

等による清掃活動などの自主的な環境保

全活動等の取組を推進しているところで

あり、引き続き、地域における環境学習・

環境教育を推進するとともに自主的な環

境活動を行う団体等への支援を行ってま

いります。

23 町内清掃活動を利用し、子どもは学校

で、大人は職場や地域で学んだことを家庭

や地域・職場で話し合い、実行できる時

間・機会が必要と考える。

体験型の環境学習などを通じて、環境教

育を推進してまいります。
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番号 意見の内容（一部要約） 対応方針

24 ネット・ゼロカーボンや循環型社会など

の事業は税負担による行政事務の拡大で

あり、公害防止や廃棄物処理に予算を絞る

べきである。

啓発や指標管理などの多くを廃止・縮小

し、過剰な進捗管理や指標設定を簡素化す

ること。

本計画は、「広島県環境基本条例第９

条」に基づき策定する法定計画であり、

本県が目指す「安心▷誇り▷挑戦 ひろしま

ビジョン」を具現化するための重要な施

策として位置付けています。

社会情勢の変化に適切に対応し、環境

への負荷の少ない持続可能な社会を実現

するため、事業実施にあたっては効果

的・効率的な予算執行に努めてまいりま

す。

25 再生可能エネルギー設備、省エネ機器、

廃棄物処理施設、啓発用物品などの調達に

おいては、中国製品を排除し、日本製・国

内調達品を優先すること。

物品の調達にあたっては、「広島県グリ

ーン購入方針」に基づき、環境物品が積

極的に調達されるよう取り組むことと

し、特定の国で製造された物品を一律に

排除することは、公平な競争環境を確保

する観点から困難ですが、引き続き、適

正かつ効率的な調達管理に努めてまいり

ます。

26 県民や事業者への過剰な義務付け、詳細

な数値目標、報告書提出の圧力は現場の負

担を増やし、経済活動の阻害となるため、

行政の詳細な指導・規制・進捗管理を縮小

し、公害規制に留めるべきである。

県民や事業者の自由な自助努力を尊重

すること。

本計画は環境保全に関する基本構想や

環境保全に関する施策に係る基本的事項

を定めるものであり、経済活動の阻害と

なるような過剰な義務付けを行うもので

はありません。

また、指標の設定は、県内全体の現状

や変化の動向を把握し、施策を客観的に

評価するためのものであり、県民や事業

者に対して、個別に達成や報告を義務付

けるものではありません。

県民や事業者の主体的な取組を尊重

し、計画の推進に努めてまいります。

27 環境施策においては、日本国籍を有する

県民の生活・健康・安全を最優先に確保す

る方針を明記すること。

外国人の増加による生活環境への負荷

を前提とした施策拡大を避け、日本人の

生活環境を守ること。

本計画は、国籍を問わず、本県に在

住・在勤し、活動する全ての県民の皆様

が、健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受

するとともに、人類の生存基盤である環

境が将来にわたって維持されるよう適切

に取組を推進するものであり、引き続

き、全ての県民が安心して暮らせる生活

環境の保全に努めてまいります。
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※御意見のうち、内容について原文を一部要約又は分割し、整理して掲載しています。

なお、重複した内容、具体的に内容を判断できなかったものについては、掲載していません。

番号 意見の内容（一部要約） 対応方針

28 環境保全は現実的な公害防止と資源管

理に特化すべきである。

生活環境の観点から、外国人増加に伴う

土葬の拡大を防ぐため、土葬禁止の条例化

を推進する視点を考慮すべきである。

墓地や埋葬等に関する事項について

は、公衆衛生の確保等の観点から、「墓

地、埋葬等に関する法律」に基づき、各

市町（一部は県等）において必要な規制

や適切な管理が行われています。

御指摘いただいた「土葬の規制」に関

する事項については、本計画が扱う環境

の保全などの施策とは分野が異なるた

め、御意見として承ります。


